
市町村における福利厚生事業の状況について 

 

令和４年４月２０日  

京都府総務部自治振興課  

 

１ 調査の趣旨 

 

○ 地方公共団体が実施する福利厚生事業については、住民の理解が得られるものと

なるよう、点検・見直しを行いながら適正に事業を実施し、事業の実施状況等を公

表することが求められています。 

 

○ 今回、総務省において、平成３０年度に続き福利厚生事業調査（令和３年４月１

日現在）が都道府県（47団体）、指定都市（20団体）及び市区町村（1,721団体）

を対象に実施されました。 

この調査の結果に基づき、府内市町村における見直し状況等について取りまとめ

を行いました。 

 

２ 互助会等に対する公費支出の見直し状況（団体数） 

 

 令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和３年度までに 

見直しを行った団体 

府内市町村 ４ ２ （全団体） 

全国市区町村 ８１ ６６ 1,717（全 1,721団体中） 

注） 各市町村の首長部局における互助会等に対する公費支出の見直し状況を 

  示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 互助会等に対する公費支出額          

※市町村別の内訳は別表１ 

府内市町村（京都市を除く）                 （単位：千円） 

 H24年度 

決算 

H25年度 

決算 

H26年度 

決算 

H27年度 

決算 

H28年度 

決算 

H29年度 

決算 

R2 年度 

決算 

R3 年度 

予算 

公費支出

総額 

【公費率】 

258,108 

【35.3%】 

245,381 

【35.0%】 

248,308 

【34.5%】 

250,461 

【34.8%】 

234,446 

【33.3%】 

227,938 

【32.7%】 

197,207 

【31.8%】 

213,544 

【33.5%】 

 

全国市区町村（指定都市を除く）               （単位：億円） 

 H24年度 

決算 

H25年度 

決算 

H26年度 

決算 

H27年度 

決算 

H28年度 

決算 

H29年度 

決算 

R2 年度 

決算 

R3 年度 

予算 

公費支出

総額 

【公費率】 

73 

【36.3%】 

69 

【36.1%】 

68 

【35.4%】 

67 

【35.6%】 

65 

【35.4%】 

64 

【34.9%】 

59 

【34.5%】 

64 

【35.3%】 

 

注１） 互助会等に対する公費支出には、首長部局、教育委員会及び公営企業からの

補助金・委託金等の支出を含む。 

注２） 公費率＝公費÷（公費＋会員掛金） 

注３） 全国市区町村の公費支出額には、一部事務組合・広域連合の公費額を含む。 

 

４ 互助会等に対する公費支出の見直しに係る内容別団体数 

※市町村別の内訳は別表２ 

見直し内容 

 

 

 

区分 

互助会等

に対する

公費支出

の廃止 

 

互助会等

に対する

公費支出

の削減 

互助会等

に対する

補助等の

方式見直

し※１ 

個別事業

に対する

公費支出

の廃止 

※２ 

個別事業

に対する

公費支出

の削減 

府内 

市町村 

令和２年度 １ １ ０ １ １ 

令和３年度 ０ １ ０ １ ０ 

全国 

市区町村 

令和２年度 ７ ４９ ２１ ６ ２ 

令和３年度 １２ ４５ ３ １２ ３ 

注)各市町村の首長部局における互助会等に対する公費支出の見直し内容を示している。 

※１ 例えば、包括補助方式（互助会等の実施事業全体に補助）から事業補助方式（対

象事業を特定して補助）への変更など。 

※２ 例えば、実施していた個別事業の廃止や、互助会等における会員からの掛金の

みによる事業への変更など。 



５ 公費を伴う個人給付事業の実施状況 

※市町村別の内訳は別表３ 

事業内容 

 
区分 

結

婚

祝

金 

出

産

祝

金 

入

学

祝

金 

弔

慰

金 

退

会

給

付

金 

災

害

見

舞

金 

医

療

費

補

助 

入

院

・

傷

病

見

舞

金 

人

間

ド

ッ

ク

補

助 

永

年

勤

続

給

付 

保

養

施

設

利

用

補

助 
レ

ク

リ

エ

ー

シ

ョ

ン

補

助 

府

内

市

町

村 

令和２

年度 
1 0 0 3 0 0 18 0 22 3 1 2 

令和３

年度 
1 0 0 3 0 0 18 0 22 3 1 2 

全
国
市
区
町
村 

令和２

年度 
287 304 175 398 150 201 49 253 894 265 278 367 

令和３

年度 
284 300 173 393 143 195 46 248 894 255 269 367 

注１） 各市町村の首長部局における公費を伴う主な個人給付事業の状況を示してい

る。 

注２） 公費を伴う個人給付事業とは、会員に対する現金等の直接給付のみならず、 

   例えば、施設利用料の割引（施設に対して差額を補てん）等の間接的な給付を

含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 互助会等の福利厚生事業の公表状況 

※市町村別の内訳は別表４ 

公表状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 

公

表

対

象

団

体

数 

媒  体 主 な 公 表 内 容 

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ 

広

報

誌 

公

報 

個

別

事

業

内

容 

個

別

事

業

実

施

件

数 

個

別

事

業

実

績

額 

互

助

会

名

称 

互

助

会

会

員

数 
互

助

会

公

費

補

助

等

総

額 

互

助

会

公

費

補

助

率 

府

内

市

町

村 

公表あり 24 22 2 1 3 13 12 24 19 21 8 

公表なし 0   

全
国
市
区
町
村 

公表あり 1037 942 373 15 456 122 183 870 543 605 319 

公表なし 59   

注１）   各市町村の首長部局の互助会等における福利厚生事業の公表状況を示してい

る。 

注２）   福利厚生事業の公表状況とは、令和元～３年度のいずれかに互助会等におい

て実施された職員に対する福利厚生事業についての公表状況。 

注３）  公表対象団体とは、令和３年度予算において互助会等に対する公費支出を行

っている団体。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


